
JP 2010-249809 A 2010.11.4

10

(57)【要約】
【課題】公知慣用のトルク検出装置や化学工場等の防爆区域に大掛かりな計測設備を設け
ることなく、大幅な生産時間短縮が可能であり、かつ効率的な印刷インキワニス用樹脂溶
液の生成を可能とする該ワニス用樹脂溶液の生成方法を提供すること。
【解決手段】２以上の原料を、溶剤を含む系内で鎖伸張反応させることによって、印刷イ
ンキワニス用樹脂溶液を生成する方法であって、
１）印刷インキワニス用樹脂溶液を生成するための反応容器に前記２以上の原料をそれぞ
れ所定量一括して投入する工程と、
２）前記鎖伸張反応を行う鎖伸張反応工程と、
３）前記鎖伸張反応の終点判断を行うため、印刷インキワニス用樹脂溶液を生成する反応
液の粘度を検出する工程と、を有し、且つ前記原料の一括投入後においては反応終点に至
るまでの間に原料の追加投入を行わないことによって、工程時間が大幅に短縮された印刷
インキワニス用樹脂溶液の生成方法。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
２以上の原料を、溶剤を含む系内で鎖伸張反応させることによって、印刷インキワニス用
樹脂溶液を生成する方法であって、
１）印刷インキワニス用樹脂溶液を生成するための反応容器に前記２以上の原料をそれぞ
れ所定量一括して投入する工程と、
２）前記鎖伸張反応を行う鎖伸張反応工程と、
３）前記鎖伸張反応の終点判断を行うため、印刷インキワニス用樹脂溶液を生成する反応
液の粘度を検出する工程と、
を有し、且つ前記原料の一括投入後においては反応終点に至るまでの間に原料の追加投入
を行わないことを特徴とする前記印刷インキワニス用樹脂溶液の生成方法。
【請求項２】
前記反応液の粘度を検出する工程が、
インバータ駆動電動機を動力源として、攪拌翼を備えた回転軸を回転することにより反応
液の攪拌を行う前記反応容器を含む反応装置に設置された、反応液粘度を検出するための
粘度検出装置であって、
１）前記電動機に供給されている電力を検出する電力検出手段
２）前記電動機に供給されている電流を検出する電流検出手段
３）前記電動機に供給されている電圧を検出する電圧検出手段
４）前記回転軸の速度を検出する回転速度検出手段
５）前記インバータ出力周波数を検出する周波数検出手段
の各手段を有し、
各手段で検出される検出値により得られる電動機投入電力（ＰＩ）、損失電力（ＰＬ）、
角速度（ω）を基に、式（１）

　　　　　　　　　　Ｔ＝（ＰＩ―ＰＬ）/ω　　式（１）

により回転トルク（Ｔ）を求め、該回転トルクから反応液の粘度を演算することを特徴と
する粘度検出装置を有するものである、請求項１に記載の印刷インキワニス用樹脂溶液の
生成方法。
【請求項３】
　前記粘度検出装置において、前記電動機の内部温度を検出する温度検出手段を更に有す
ることを特徴とする請求項２に記載の印刷インキワニス用樹脂溶液の生成方法。
【請求項４】
前記損失電力（ＰＬ）が、一次電流損、二次電流損、渦電流損、ヒステリシス損、機械損
、及び浮遊損の総和である請求項２または３に記載の印刷インキワニス用樹脂溶液の生成
方法。
【請求項５】
前記電力検出手段、電流検出手段、電圧検出手段、回転速度検出手段、周波数検出手段で
の検出を同期的に行う請求項２～４の何れかに記載の印刷インキワニス用樹脂溶液の生成
方法。
【請求項６】
前記粘度検出装置が、
１）反応液の温度を検出する温度検出手段
２）前記温度検出手段で得られた温度値に基づき反応液の粘度値を補正する粘度補正手段
の各手段を更に有することを特徴とする請求項２～５の何れかに記載の印刷インキワニス
用樹脂溶液の生成方法。
【請求項７】
前記粘度検出装置が、
予め定められた前記反応容器での製造単位あたりの標準仕込み量と、当該製造単位におけ
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る実仕込み量が異なる場合に、両者の仕込み量の差に基づいて反応液粘度値を補正するこ
とによる仕込み量の補正手段を更に有することを特徴とする請求項２～６の何れかに記載
の印刷インキワニス用樹脂溶液の生成方法。
【請求項８】
前記反応容器を用いて反応液を攪拌するに際し、
該反応液の検出粘度が、予め定められた値を超えたときに反応終点と判定する判定機能を
更に有することを特徴とする請求項２～７の何れかに記載の印刷インキワニス用樹脂溶液
の生成方法。
【請求項９】
前記電動機が誘導電動機である請求項２～８の何れかに記載の印刷インキワニス用樹脂溶
液の生成方法。
【請求項１０】
前記２以上の原料が、すくなくともロジン変性フェノール樹脂と、レゾール型フェノール
樹脂とで構成される請求項１～９の何れかに記載の印刷インキワニス用樹脂溶液の生成方
法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、印刷インキワニス用樹脂溶液の生成方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
近年、印刷機の高速化が進み、それに伴ってインキ用樹脂には、ミスチング抑制、乾燥性
向上等の高速印刷に必要な適性の向上が求められており、このため、この目的に適うイン
キ用樹脂の改良は、樹脂の分子量、粘度、及び軟化点を、何れも高い方向に推移させてい
る。
この要望に応えるべく該樹脂の改良が様々の角度から進められて来たが、現実の製造現場
における反応終点管理は、前記分子量や軟化点ではなく、その到達した粘度によって行わ
れる場合が多い。
【０００３】
上記樹脂の改良を行うため、使用される原料の割合を注意深く調整することにより対応を
行ってきた。
例えば、特許文献１では、ロジン類とポリオール類とのエステル化反応物であるロジンエ
ステル類と、レゾール型フェノール類と、カルボキシル基または水酸基、および二重結合
をもつ石油樹脂とを反応させて得られるロジン変性フェノール樹脂を用いて、印刷インキ
用ワニス製品を調整する方法が開示されている。本文献において、ロジン変性フェノール
樹脂は、ワニス製品となる前段階の物質であり、００１１段落には、「レゾール型フェノ
ール成分の使用量は特に限定はされないが、ロジンエステル成分の使用量と石油樹脂成分
の使用量あわせて１００重量部に対し通常２０～１２０重量部であり、より好ましくは下
限が４０重量部、上限が８０重量部である」との開示や「レゾール型フェノール成分の使
用量が２０重量部未満の場合、ワニス粘度が低下する傾向がある」との開示があり、所望
するワニス粘度を実現するには、レゾール型フェノール樹脂成分の使用量を適宜調節する
必要があることが示唆されている。
【０００４】
特許文献２では、ロジンエステル樹脂とレゾール型フェノール樹脂とを無溶剤下１６０～
２４０℃で反応させてなるロジン変性フェノール樹脂（Ａ１）、および／または、ロジン
エステル樹脂とレゾール型フェノール樹脂とを無溶剤下１６０～２８０℃で反応させてな
り、かつ、２４０℃を越える温度での反応時間が１時間未満であるロジン変性フェノール
樹脂（Ａ２）を、有機溶剤中、１６０～２４０℃でレゾール型フェノール樹脂（Ｂ）と鎖
伸長反応させてなることを特徴とする印刷インキワニス用樹脂溶液が開示されており、本
文献の００６４段落には、「ロジン変性フェノール樹脂１００部にＡＦソルベント７号２
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５部を加えて２００℃に温度を保持したまま、レゾール型樹脂溶液３０部を加えて同温度
に更に３時間保持し、得られた反応混合物溶液に同量のトルエンを加えた場合の溶液の２
５℃におけるガードナー粘度がＩ－Ｊ〔樹脂分の重量平均分子量（Ｍｗ）は１３万であっ
た。〕になるまで反応させて印刷インキワニス用樹脂溶液とし、この時点で系内の反応液
１００部に対してダイズ油３２部、ＡＦソルベント７号６８部およびＢＨＴ（２，６－ジ
－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェノール）０．２部を加え２００℃で１時間攪拌混合
した後、粘度（２５℃における気泡粘度。以下、同様。）が６０００～７５００ｄＰａ．
ｓの範囲に入る様に１６０℃でゲル化剤であるエチル・アセト・アセテートアルミニウム
ジノルマルブチレートを０．５～１．５部の範囲で必要な量を加えて１時間加熱攪拌して
、本発明の印刷インキワニスを得たこと」が開示されている。ここにおいても所望するワ
ニス粘度を実現するには、ゲル化剤の添加量を適宜調節する必要があることが示唆されて
いる。
【０００５】
特許文献３では、ロジンエステル樹脂と、フェノールホルムアルデヒド初期縮合物とを、
溶剤を含む系内で１４０～２４０℃で縮合させることを特徴とする、印刷インキ用樹脂ワ
ニスの製造方法が開示されており、本文献にはロジン変性フェノール樹脂ワニスの製造に
関し、００３１～００３３段落に、「撹拌器、水分離器付き還流冷却器及び温度計を装着
した４つ口フラスコに、ハリエスターＫＨ－１４５（ハリマ化成（株）製、酸価２０、軟
化点１００℃のガムロジンペンタエリスリトールエステル）４３５部と、製造例１で製造
したレゾール型フェノール樹脂４２２部（固形分７５％）と、溶剤としての日石ＡＦ７号
ソルベント２００部とを投入し、窒素ガスを吹き込み攪拌しながら加熱し、樹脂を溶解し
て均一状態とする。その後更に加熱し、溶剤のキシレンと、ロジンとフェノールホルムア
ルデヒド樹脂との縮合反応により生じた水を、水分離器付き還流冷却器で回収しながら、
２００℃まで昇温する。同温度で４時間クッキングした後、日石ＡＦ７号ソルベント５５
０部を追加して添加し、更に３０分クッキングすることにより、粘度５６Ｐａ．Ｓ、ｎ－
ヘキサントレランス３．２g／g、ＭＷ１６万の樹脂ワニス１４５０ｇ（樹脂固形分は５０
％）を得た」との実施例が開示されている。ここでも所望とするワニス粘度を実現するに
は、投入する溶剤量を適宜調節する必要があることが示唆されている。
【０００６】
特許文献４では、ロジン類とフェノール樹脂と多価アルコールから得られたロジン変性フ
ェノール樹脂３５～５０重量％と、炭素数４～２０のアルキル基を有するアルキルフェノ
ールとアルデヒド類から得られた縮合度が３～２０核体のフェノール樹脂０．１～５重量
％と、比重が０．７８以上、沸点が２００℃以上の石油系溶剤３０～６０重量％と、乾性
油類１０～５０重量％と、ゲル化剤０．１～２重量％とを加熱反応させてなる印刷用イン
キゲルワニスが開示されており、本文献においても、所望のワニス粘度を得るには、原料
であるロジン変性フェノール樹脂、フェノール樹脂、石油系溶剤、乾性油類、及びゲル化
剤添加量を適宜調節する必要があることが示唆されている。
【０００７】
しかし、上記特許文献及び上記以外の公知技術であっても、公知慣用の原料であるロジン
変性フェノール樹脂、溶剤類、油類、ゲル化剤等の、各種原料を一定の割合で添加するこ
とによって、安定した粘度品質のワニス製品が得られたとはいえない状況であった。
【０００８】
上記原料には、それぞれにいわゆるロットぶれが存在し、ロットによって成分や粘度等の
各種物性が変動することが知られている。特に自然採取原料であるロジンでは季節によっ
ても水分等の成分が変動することで知られ、かかる状況にありながらも安定した粘度品質
を実現しようとすれば、生産単位毎に工程内で逐次粘度の到達点を確認しつつ、粘度が不
足しないように、かつ超過しないように原料添加量や工程条件を調節しながら、注意深く
生産を遂行する必要があった。反応が進み過ぎて粘度の値が規格で定めた数値を超過した
場合には、目的とする性能が発揮されないことにより不良品として扱われるので好ましく
ない。
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【０００９】
このような事情からこれまでの製造方法では、反応終点付近になると複数回サンプリング
を行い、反応途上の粘度値を確認すると共に、粘度が不足している場合には粘度上昇の要
素となる原料を逐次投入する方法によって生産を行っていた。この逐次投入の必要性こそ
が、長年にわたり生産合理化が進まず、生産時間短縮（スループット）向上が図られない
最大の要因となっていた。
【００１０】
そこで、樹脂の製造工程を反応液の粘度測定によって管理する方法が検討されてきた。
製造途上にある印刷インキワニス用樹脂溶液を生成する反応液の粘度測定は、通常ガード
ナーホルト法により行われる。この方法は、反応液を一部採取し、必要に応じて希釈溶剤
等にて希釈を行った後に、試料中の気泡の移動速度を標品と比較することにより粘度の測
定を行うものであり、測定された粘度に定量性が乏しい上に、気泡の移動速度を目視によ
り行うためにバラツキが大きく、リアルタイム性のある反応工程管理を行う場合には不向
きと言える方法であった。
【００１１】
一方、反応液の粘度を検出する方法としては攪拌翼にかかるトルクを測定する方法がある
。反応の進行に伴って反応釜内に生成される物質の分子量が増大し、それに伴って粘度が
上昇し攪拌翼にかかる回転負荷が増大する。この負荷の増大はトルクの上昇となって現れ
ることから、トルクを測定することによって反応の進行や最終到達粘度等を予測すること
が可能となる。
【００１２】
トルクを測定する手段としては、回転軸の原動側と従動側の間に歪を検出するための弾性
体から成る継ぎ手を設け、この弾性体の歪量を電気抵抗の変化に変換して検出する半導体
センサー方式、継ぎ手の捻れを交流信号の位相差に変換して検出する位相差方式、その他
にも磁歪方式、圧電方式等の各種装置が知られている。これらの装置に共通することは、
何れもトルク検出装置の一部として設けた弾性体にトルクの大きさに比例した変形を起こ
させ、更にこの変形量を前述の各種検出方式を用いて電気信号に変換するというものであ
る。こうした公知慣用装置では、電動機容量が大きくなると歪検出のための弾性体も頑丈
な構造が要求されるばかりでなく、前記反応製品を扱う化学工場等では、ｄ２Ｇ４等の防
爆設備基準を満たすための数々の工夫が要求されるため、大掛かり且つ複雑なものになら
ざるを得なかった。
【００１３】
従来の回転トルク或いは粘度の検出方法、又はこれらの検出装置としては、例えば、特許
文献５には、試料との相対回転により受ける粘性によって発生するトルクを測定するよう
にした回転粘度計用トルク検出器に関して記載があり、中心部に被計測流体内で回転する
ロータが受けるトルクにより回転する軸を固定し、前記中心部から延びる平板状のボビン
プレートと、前記ボビンプレートにおいて少なくともコイルの電流が中心軸から離れる方
向の部分と近づく方向の部分を備えるように巻回し、外部から通電可能なコイルと、前記
各コイルを上下から挟んで対向し、互いに磁極が異なる各々一対の永久磁石と、前記ボビ
ンプレートの回転位置に対応した光または影の位置を検出する受光部材と、前記受光部材
の受光位置信号に応じて前記ボビンプレートの回転前の位置に戻すように前記コイルへの
通電量を制御し、該通電量によりトルクを求める手段を備えたことを特徴とする回転粘度
計用トルク検出器が記載されている。
【００１４】
粘度を測定する手段としては、例えば、特許文献６には、ゴム等の試料の粘性抵抗を測定
する粘度測定装置についての記載があり、互いに対向して離接され当接時に試料室を形成
する上部および下部ダイスと、いずれか一方のダイスを貫通する軸を有し、前記試料室内
で回転されるロータとを備え、前記試料室内に試料を充填しない状態で前記ロータを回転
させ、ロータに作用する反トルクを検出器で検出して検出器のゼロ点調節を行うとともに
、前記試料室内に試料を充填してロータを回転させ、試料の粘性抵抗によってロータに作
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用する反トルクを前記検出器で検出して試料の粘性抵抗を測定する粘度測定装置において
、前記ロータの頂面には、試料非充填時の前記反トルクを低減すべく前記ロータの回転中
心軸上において前記試料室の壁面とほぼ点接触可能な当接部が設けられていることを特徴
とする粘度測定装置が記載されている。
【００１５】
特許文献７には、回転の生成と発生トルクの測定、或いは、その逆の組み合わせで試料の
粘性等を測定する回転粘度計について記載があり、回転粘度計の回転軸の軸線と駆動用モ
ータの駆動軸線を一致させ、前記回転軸を直接駆動する駆動用モータを備えた回転粘度計
であって、前記駆動用モータはオープンループによる回転制御を行うステッピングモータ
であり、前記ステッピングモータの各相の電流を制御する制御手段を備え、前記制御手段
は、ステッピングモータに流す電流の内、１相のみの電流を振動させて、モータに回転変
位振動を発生させることを特徴とする直接駆動モータを用いた回転粘度計が記載されてい
る。
【００１６】
しかし、これまでのトルク測定法或いは粘度測定法においては、特定の測定装置を導入す
る必要があり、化学工場等において既設の反応釜設備にトルク検出装置等を設置する場合
には、生産を停止して設備を解体し当該設備固有の取り付け部品等を用いる必要があるた
め、製造コストへの影響も大きく、合理化目的のトルク検出装置等導入を一層困難なもの
としていた。
【００１７】
上記事情から、トルク検出装置を用いずにトルクを検出する方法が種々検討されてきた。
例えば、特許文献８には、誘導電動機の二次抵抗の温度変化による影響を抑圧する制御技
術を確立することを目的とし、電動機の回転速度または一次電圧・電流を用いた関数演算
により発生トルクを推定する二つの方法が明らかにされている。一つは電動機慣性モーメ
ントと電動機摩擦係数を定数としてトルクと角速度を変数とした微分方程式を解くことに
よってトルクを推定する方法、もう一つは誘導電動機の極対数、相互インダクタンス、二
次インダクタンス、一次電流、及び二次磁束とから公知関係式によりトルクを推定する方
法である。
【００１８】
前者の方法では、前記方程式の解を得るためには慣性モーメントの検出が必要になるが、
反応釜の攪拌翼を回転させる場合、負荷が刻々と変化して行くので慣性モーメントも変化
し、更に回転系の慣性モーメントを計測するのは容易ではないため実施には困難が伴い、
測定した慣性モーメントを用いて精度高く回転トルクの検出を行うことは実質不可能であ
る。
【００１９】
後者では、電圧又は電流のみの計測量から関数演算によりトルクを推定するが必ずしも一
つの関数式で実現象を正確に記述し得ないこと、該計測誤差がそのままトルク推定誤差に
直結すること、摩擦に起因する損失トルク及び交流電源の周波数変化の影響等が考慮され
ないこと等から誤差が生じる問題点があった。
【００２０】
特許文献９では、誘導電動機の可変速制御装置に関する発明を開示しており、発明構成要
件の一つとして一次電流検出値に基づいてトルクを演算によって求める方法を明らかにし
ているが、本方法においても前記特許文献８と同様の問題が生じる可能性がある。
【００２１】
特許文献１０には、画像形成装置に関する発明を開示しており、発明構成要件の一つとし
て直流モータの回転速度を一定に制御することを目的に電流、電圧、又は電力の何れかに
よってトルクを検知する方法を記載している。当該方法では、トルクが前記何れかの変数
と比例関係にあることを利用してトルクを検知しているものの、摩擦に起因する損失トル
ク等による影響が考慮されないため誤差が大きくなる問題点がある。
【００２２】
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特許文献１１には、電力、電流、電圧、及び回転速度の計測量からトルクを求める方法が
開示されているが、インバータ電源で駆動する誘導電動機においてこの方法を適用すると
、誘導電動機への負荷の大きさによって予期せぬ誤差が生じ信頼性の乏しいものであった
。
【００２３】
以上のように、これまでの反応液の粘度を検出する方法においては、検出装置を反応容器
に設置することが必要でありそのための費用が必要となったり、検出装置を設置しない方
法においても各種検出値の測定が困難となったり、或いは検出値を用いて演算を行った場
合では検出値の誤差が大きい等、様々の課題に直面することになる。その一方、特別の検
出装置を必要とすることなく、各種測定パラメータを用いて精度高く回転トルクの演算を
行う方法、更には該回転トルク検出値からバラツキの少ない反応液粘度を検出する方法は
知られていなかった。
【００２４】
また、反応液粘度を検出する装置において、予め定められた製造単位あたりの標準仕込み
量と、当該製造単位における実仕込み量が異なる場合に、両者の仕込み量の差に基づいて
反応液粘度値を補正することによる仕込み量の補正手段を有する反応液粘度検出装置、更
に、反応液の検出粘度が、予め定められた値を超えたときに反応終点と判定する判定機能
を有する反応液粘度検出方法についても、これまで知られていなかった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００２５】
【特許文献１】特許第３８９４２４９号公報
【特許文献２】特開２００５-２７２６９４号公報
【特許文献３】特開平１０-０８８０５２公報
【特許文献４】特開平０８-２８３６４３公報
【特許文献５】特開２００５－５５４１０号広報
【特許文献６】特許２８００６９３号公報
【特許文献７】特開２００８－０２０４６５号公報
【特許文献８】特許２６５４５４７号公報
【特許文献９】特開２００５‐１０２４６７号公報
【特許文献１０】特開２００４‐２５８４１９号公報
【特許文献１１】特開昭６０‐８２８２６号広報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２６】
本発明の課題は、前記背景技術に鑑み、公知慣用のトルク検出装置や化学工場等の防爆区
域に大掛かりな計測設備を設けることなく、大幅な生産時間短縮が可能であり、かつ効率
的な印刷インキワニス用樹脂溶液の生成を可能とする該ワニス用樹脂溶液の生成方法を提
供することである。
【課題を解決するための手段】
【００２７】
上記課題を解決するために本発明者らは、
２以上の原料を、溶剤を含む系内で鎖伸張反応させることによって、印刷インキワニス用
樹脂溶液を生成する方法であって、
１）印刷インキワニス用樹脂溶液を生成するための反応容器に前記２以上の原料をそれぞ
れ所定量一括して投入する工程と、
２）前記鎖伸張反応を行う鎖伸張反応工程と、
３）前記鎖伸張反応の終点判断を行うため、印刷インキワニス用樹脂溶液を生成する反応
液の粘度を検出する工程と、を有し、且つ前記原料の一括投入後においては反応終点に至
るまでの間に原料の追加投入を行わないことによって、工程時間が大幅に短縮された印刷
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インキワニス用樹脂溶液の生成方法を完成するに至った。
【００２８】
更に、本発明の特徴は、前記反応液の粘度を検出する工程が、
インバータ駆動電動機を動力源として、攪拌翼を備えた回転軸を回転することにより反応
液の攪拌を行う前記反応容器を含む反応装置に設置された、反応液粘度を検出するための
粘度検出装置であって、
１）前記電動機に供給されている電力を検出する電力検出手段
２）前記電動機に供給されている電流を検出する電流検出手段
３）前記電動機に供給されている電圧を検出する電圧検出手段
４）前記回転軸の速度を検出する回転速度検出手段
５）前記インバータ出力周波数を検出する周波数検出手段
の各手段を有し、
各手段で検出される検出値により得られる電動機投入電力（ＰＩ）、損失電力（ＰＬ）、
角速度（ω）を基に、式（１）

Ｔ＝（ＰＩ―ＰＬ）/ω　　 式（１）

により回転トルク（Ｔ）を求め、該回転トルクから反応液の粘度を演算することを特徴と
する粘度検出装置を有するものである。
【発明の効果】
【００２９】
本発明によれば、公知慣用のトルク検出装置や化学工場等の防爆区域に大掛かりな計測設
備を設けることなく、大幅な生産時間短縮が可能であり、かつ効率的な印刷インキワニス
用樹脂溶液の生成を可能とする該ワニス用樹脂溶液の生成方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３０】
【図１】本発明の実施態様の一例を示す図面である。
【図２】反応容器の横から見た断面を示す図面である。
【図３】本発明の実施例を説明する図面である。
【図４】一般的な反応液の粘度の温度特性を模式的に示す図面である。
【図５】反応容器（９）への製品の投入量を変化させて検出した式（１９）の値を模式的
な曲線で示した図面である。
【発明を実施するための形態】
【００３１】
以下、本発明を詳細に説明する。
本発明の印刷インキワニス用樹脂溶液の生成方法で用いる原料には、ロジンエステル樹脂
、多価アルコール類、レゾール型フェノール樹脂、ロジン変性フェノール樹脂などがあり
、ここで得られた印刷インキワニス用樹脂溶液は、乾性油、半乾性油などと加熱混合させ
るか、或いは更にゲル化剤と反応させることによって印刷インキワニスにすることができ
る。前記ロジンエステル樹脂としては、例えば、ロジン類を多価アルコールでエステル化
して得られるものが挙げられる。ここで用いるロジン類としては、レゾール型フェノール
樹脂と反応しうるもの、例えば、ガムロジン、ウッドロジン、トール油ロジン、重合ロジ
ン、酸変性ロジン、および、これらロジン類を蒸留等により精製したもの等が挙げられ、
なかでもレゾール型フェノール樹脂との反応性に優れ、高粘度のロジン変性フェノール樹
脂が得られることなどから、ガムロジンが好ましい。前記酸変性ロジンとしては、二塩基
酸またはその無水物で変性したものが好ましい。二塩基酸またはその無水物としては、例
えば、フマル酸、マレイン酸、無水マレイン酸、アジピン酸、イタコン酸、無水フタル酸
、イソフタル酸、テレフタル酸、無水トリメリット酸などが挙げられ、なかでもフマル酸
、マレイン酸、無水マレイン酸が好ましい。
【００３２】
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前記多価アルコールとしては、例えば、グリセリン、ジグリセリン、トリメチロールエタ
ン、トリメチロールプロパン、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレ
ングリコール、プロピレングリコール、ネオペンチルグリコール、トリメチロールプロパ
ン、ペンタエリスリトール、ジペンタエリスリトール、ソルビトールなどが挙げられ、な
かでもグリセリン、ペンタエリスリトールが好ましい。
【００３３】
また、ロジンエステル樹脂の製造方法としては、例えば、ロジン類と多価アルコールとを
エステル化触媒に存在下、２００～３００℃、好ましくは２５０～２８５℃でエステル化
反応させる方法が挙げられる。この際のロジン類と多価アルコールの使用比率は、通常、
ロジン類中のカルボン酸１モル当量に対し、多価アルコール中の水酸基が１．５モル当量
以下となる比率が好ましく、なかでも０．８～１．１モル当量となる比率が特に好ましい
。こうして得られるロジンエステル樹脂は、酸価が７０ｍｇＫＯＨ／ｇ～１８ｍｇＫＯＨ
／ｇ以下、及び水酸基価が５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下となるように調節されたものであるこ
とが好ましい。
【００３４】
前記レゾール型フェノール樹脂としては、特に限定はないものの、フェノール類とホルム
アルデヒドを水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、水酸化カルシウム、水酸化マグネシウ
ム、アンモニア水溶液等のアルカリ触媒の存在下で反応させて得られる縮合物や、ノボラ
ック型フェノール樹脂のレゾール化物等が挙げられ、なかでもフェノール類（Ｐ）とホル
ムアルデヒド（Ｆ）をＦ／Ｐ（モル比）が１．５～３．０となる範囲でアルカリ触媒の存
在下で反応させて得られる縮合物が好ましい。これらレゾール型フェノール樹脂の平均核
体数としては、通常平均１～１０核体のものを通常用いるが、なかでも平均３～６核体の
ものを主な成分とするものが好ましい。重量平均分子量としては、２００～１６００のも
のが挙げられるが、なかでも７００～１３００のものが好ましい。
【００３５】
前記フェノール類としては、例えば、フェノール、クレゾール、アミルフェノール、ｐ－
ｔｅｒｔ－ブチルフェノール、ｐ－オクチルフェノール、ｐ－ノニルフェノール、ｐ－ド
デシルフェノール、ビスフェノールＡなどが挙げられ、なかでもｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフ
ェノール、ｐ－オクチルフェノール、ｐ－ノニルフェノール、ｐ－ドデシルフェノール等
のパラ位に炭素原子数４～１２の置換基を持つアルキルフェノールが好ましい。また、ホ
ルムアルデヒドとしては、ホルムアルデヒドの供給物質が包含され、ホルムアルデヒド、
バラホルムアルデヒドなどが挙げられる。
【００３６】
前記ロジン変性フェノール樹脂としては、例えば、ロジンエステル樹脂とレゾール型フェ
ノール樹脂とを無溶剤下１６０～２４０℃で反応させてなるロジン変性フェノール樹脂が
ある。１６０℃未満の温度で反応させてなるロジン変性フェノール樹脂は、ロジンエステ
ル樹脂とレゾール型フェノール樹脂の反応が遅く、反応系内の粘度も高くなり工業的に適
さない。
【００３７】
前記ロジンエステル樹脂と前記レゾール型フェノール樹脂を用いて印刷インキワニス用樹
脂溶液を得るには、例えば、両者の使用比率を、ロジンエステル樹脂１００質量部に対し
てレゾール型フェノール樹脂が１５～１００質量部、好ましくは１８～５０質量部となる
ようにし、重量平均分子量（Ｍｗ）が２０００以上、好ましくは４０００～８００００と
なるように反応させることが望ましい。この際の反応時間は通常０．５～２０時間、好ま
しくは１～１２時間である。この反応に際しては、通常１５０～２４０℃、好ましくは１
８０～２３０℃に加熱したロジンエステル樹脂と、通常６０～１５０℃、好ましくは９０
～１４０℃に加熱したレゾール型フェノール樹脂を、それぞれ反応容器内に投入し、無溶
剤下、１６０～２４０℃、好ましくは１８０～２３０℃で反応させる。投入後の温度が２
００℃未満の場合には、２００～２３０℃に昇温して反応させることが好ましい。このよ
うにして得られたロジン変性フェノール樹脂は、更に溶剤中１６０～２４０℃で、レゾー
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ル型フェノール樹脂と鎖伸長反応させることによって目的物である印刷インキワニス用樹
脂溶液にすることができる。
【００３８】
前記溶剤としては、平版印刷インキ用溶剤として使用可能なものが挙げられ、なかでも沸
点１６０℃以上の炭化水素系溶剤が好ましく、例えば、パラフィン系溶剤、イソパラフィ
ン系溶剤、ナフテン系溶剤、芳香族成分含有パラフィン系溶剤等の沸点２００℃以上の石
油系溶剤が挙げられる。具体例としては、ＡＦソルベント４号、ＡＦソルベント５号、Ａ
Ｆソルベント６号、ＡＦソルベント７号〔以上、新日本石油(株)製〕、ＩＰソルベント２
０２８、ＩＰソルベント２８３５〔以上、出光石油化学(株)製〕等が挙げられる。これら
のうち、最近の環境、衛生面への配慮から芳香族成分の含有量は、１質量％以下のものが
、好ましい。
【００３９】
このようにして得られた印刷インキワニス用樹脂溶液は、乾性油および/または半乾性油
と１６０～２４０℃で混合させるか、或いは更にその後、印刷インキワニス用樹脂溶液１
００質量部に対して、０．１～５質量部のゲル化剤と反応させることによって印刷インキ
ワニスにすることができる。この際には、脂肪族系炭化水素樹脂、脂環族系炭化水素樹脂
、芳香族系炭化水素樹脂等の石油樹脂を併用しても良い。
【００４０】
ここで前記乾性油としては、ヨウ素価１３０以上の動植物油、例えばアマニ油、オイチシ
カ油、サフラワー油、エノ油、キリ油、脱水ヒマシ油およびこれらの重合体等が挙げられ
る、前記半乾性油としては、ヨウ素価１００～１３０の動植物油、例えば綿実油、大豆油
、米ヌカ油、コーン油、ゴマ油、ナタネ油やこれらの重合体等が挙げられる。また前記ゲ
ル化剤としては、例えば有機アルミニウム化合物、有機チタネート化合物、有機亜鉛化合
物、有機力ルシウム化合物等が挙げられる。有機アルミニウム化合物としては、アルミニ
ウムアルコラート、アルミニウムキレート化合物が挙げられ、なかでもアルミニウムイソ
プロピレート、モノｓｅｃ－ブトキシアルミニウムジイソプロピレート、アルミニウムｓ
ｅｃ－ブチレート、エチル・アセト・アセテートアルミニウムジイソプレピレート、エチ
ルアセチルアセテートアルミニウムジ－ｎ－ブチレート、エチルアセチルアセテートアル
ミニウム－ｎ－ブチレート、アルミニウムトリスエチルアセチルアセテートなどが挙げら
れる。
【００４１】
前記無溶剤下で行われるロジンエステル樹脂とレゾール型フェノール樹脂との反応にせよ
、前記溶剤下で行われるロジン変性フェノール樹脂とレゾール型フェノール樹脂との反応
にせよ、所定温度の下で生成される樹脂溶液には、反応の進行に伴い継続的な粘度の上昇
が起こり、遂には、それ以上は上昇することのない飽和状態を示すようになる。この飽和
した粘度の値は、同じ原料を用いて印刷インキワニス用樹脂溶液を生成する場合であって
も、原料のロットむら等に起因してかなりのバラツキが伴うので、この値を基準にして粘
度の規格範囲を定めることは安定生産上困難である。
【００４２】
このため飽和粘度の値は、予め目標とする粘度の値の上限を超えるように配合を調節して
おき、反応進行中の粘度が前記規格の範囲に到達した時に、溶剤や乾性油等を一斉に投入
することによって反応容器内の温度を低下させて反応を停止させる方法が採用される。
【００４３】
本発明の印刷インキワニス用樹脂溶液の生成方法では、上記原料を一定比率で前記反応容
器の中に添加すれば、安定した粘度品質のワニス用樹脂溶液が得られるとは限らないこと
を前提とするので、反応液の粘度を検出する手段が設けられることが必須である。
【００４４】
そこで、本発明者らは鋭意検討の結果、化学工場の防爆区域に大掛かりな計測設備を設け
ることなく以下の粘度検出工程を行えば、上記課題を解決できることを見出した。
即ち、本発明の反応液の粘度を検出する工程は、
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インバータ駆動電動機を動力源として、攪拌翼を備えた回転軸を回転することにより反応
液の攪拌を行う前記反応容器を含む反応装置に設置された、反応液粘度を検出するための
粘度検出装置であって、
１）前記電動機に供給されている電力を検出する電力検出手段
２）前記電動機に供給されている電流を検出する電流検出手段
３）前記電動機に供給されている電圧を検出する電圧検出手段
４）前記回転軸の速度を検出する回転速度検出手段
５）前記インバータ出力周波数を検出する周波数検出手段
の各手段を有し、
各手段で検出される検出値により得られる電動機投入電力（ＰＩ）、損失電力（ＰＬ）、
角速度（ω）を基に、式（１）

Ｔ＝（ＰＩ―ＰＬ）/ω　　 　　　　　　　式（１）

により回転トルク（Ｔ）を求め、該回転トルクから反応液の粘度を演算することを特徴と
する。
【００４５】
本発明の反応液粘度検出装置の特徴は、回転トルクが、投入電力をＰＩ、電動機の回路定
数等及び電動機負荷に応じて決まる各種損失電力をＰＬとすると、両者の差分ＰＩ－ＰＬ

（ＰＭ）が機械動力ＰＭ＝Ｔω（Ｔは回転トルク、ωは回転軸の角速度）に変換されるこ
とになるので、回転トルク（Ｔ）は単位時間当たりの電力損失と角速度の値から、一般式
（１）

Ｔ＝（ＰＩ－ＰＬ）/ω　　 　　　　　　　式（１）

として求めることができることに着目した点にある。
【００４６】
即ち、本発明における印刷インキワニス用樹脂溶液の生成方法で用いる反応液粘度検出装
置は、トルク演算に必要な電流、電圧、電力等の計測量が各種要因で変動することがあっ
たとしても、エネルギーの入出力の総和がゼロになるということ、及びインバータ出力周
波数を検出するための周波数検出手段から検出される周波数に着目することによって、演
算結果の精度が格段に高くなることを見出した。
【００４７】
本発明に用いる印刷インキワニス用樹脂溶液の生成方法で用いる上記反応液粘度検出装置
は、予め定められた前記反応容器での製造単位あたりの標準仕込み量と、当該製造単位に
おける実仕込み量が異なる場合に、両者の仕込み量の差に基づいて反応液粘度値を補正す
ることによる仕込み量の補正手段を有し、該反応液の検出粘度が、予め定められた値を超
えたときに反応終点と判定する判定機能を有することを特徴とする。
【００４８】
前記ＰＩ（Ｗ）は、投入電力計測値を用いる。測定には通常公知の電力測定機器を用いる
ことができる。電力測定機器は、用いられる電動機の種類によって、使い分けを行うこと
が必要で、例えば、電動機が単相回路である場合は単相用電力計、３相電動機である場合
は３相用電力計を用いる。
【００４９】
また、ＰＬ（Ｗ）は、電力を検出する電力検出手段、電流を検出する電流検出手段、電圧
を検出する電圧検出手段、回転軸の速度を検出する回転速度検出手段及びインバータ出力
周波数を検出するための周波数検出手段から得られる測定値によって、所定の演算から得
られる各種損失電力の総和として算出された値を用いる。
電動機の損失には、電動機に対する負荷の大きさに依存せずに発生する固定損と、負荷の
大きさに依存する変動損があることが知られており、前者固有損は電動機に固有の値であ
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り、一義的に決定することが可能である。
【００５０】
後者変動損は、運転中の電圧値、電流値及び軸回転速度と、電動機に固有の回路定数を用
い、所定演算を行うことにより求めることができる。ここで回路定数は、電動機メーカー
から提供される試験表によっても、電動機の負荷試験による計測値によっても得ることが
できる。
【００５１】
当該所定演算を、具体的に説明する。
ＰＬ（Ｗ）を構成する損失電力としては、一次電流損、二次電流損、渦電流損、ヒステリ
シス損、機械損、浮遊損の総和として表され、各々以下の一般式（２）、(３)、(９)、(
１０)、(１１)、(１２)で表される。

一次電流損＝一次巻線抵抗×（一相一次電流）２×電動機の相数（単位　Ｗ）　　　　式
（２）

二次電流損＝二次巻線抵抗×（一相二次電流）２×電動機の相数（単位　Ｗ）　　　　式
（３）
【００５２】
前記一相二次電流の値（単位アンペア）は三相誘導電動機のＬ型等価回路の採用によって
、次の一般式（４）によって求められる。
二次電流＝一相電圧計測値／（（一次巻線抵抗＋（二次次巻線抵抗／すべり））２＋（一
次巻線リアクタンス＋二次巻線リアクタンス）２）１/２　（単位　Ａ）　　　　　　　
　　　　　式（４）
【００５３】
前記一次及び二次巻線リアクタンスの値（単位Ω）は、定格周波数における値なのでイン
バータ運転時の周波数の値によって次の一般式（５）、(６)によって求められる。
一次巻線リアクタンス＝定格周波数における一次巻線リアクタンス×（インバータ出力周
波数計測値／定格周波数）（単位　Ω）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　式（５
）

二次巻線リアクタンス＝定格周波数における二次巻線リアクタンス×（インバータ出力周
波数計測値／定格周波数）（単位　Ω）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　式（６
）

式（４）におけるすべりの値は、次の一般式（７）によって求められる。
すべり＝（同期回転速度－回転速度計測値）／同期回転速度（単位　ｍｉｎ－１）式（７
）

式（７）における同期回転速度は次の一般式（８）によって求められる。
同期回転速度＝１２０×インバータ出力周波数計測値／極数（単位　ｍｉｎ－１）式（８
）

渦電流損　＝渦電流損×（一相電圧計測値/定格相電圧）２　（単位　Ｗ）　　　　式（
９）

ヒステリシス損＝ヒステリシス損×（一相電圧計測値/定格相電圧）２/（インバータ出力
周波数計測値/定格周波数）　　（単位　Ｗ）　　　　　　　　　 　　　　　　　　式（
１０）

機械損≒（機械損）×回転速度計測値/定格回転速度　（単位　Ｗ）　　　　　式（１１
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）

浮遊損＝固定損　（単位　Ｗ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　式（１２）
【００５４】
機械出力（ＰＭ）は、ＰＩから上記各損失電力を差し引いた値であるので、

ＰＭ＝ＰＩ－（一次電流損＋二次電流損＋渦電流損＋ヒステリシス損＋機械損＋浮遊損）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　Ｗ）　　　式（１３）
で表される。
【００５５】
従って、電動機の回転トルクは、

回転トルク＝機械出力（ＰＭ）/（２π×回転速度計測値/６０）
（単位　Ｎｍ）　　式（１４）

で求めることができる。
ここで、回転速度計測値は、公知慣用の回転速度計測計を用いて、通常の方法により測定
することができる。
【００５６】
負荷の時間変動が速い場合は、各手段における計測タイミングのズレがエネルギーの入出
力の総和がゼロになるというエネルギー保存則の前提を崩してしまうため、各検出手段に
おける計測は同期的に行われることが望ましい。但し、負荷の変動が緩やかであって、全
ての計測値を採取し終えるまでの間は実質的に変化がないと言えるような場合はこの限り
ではない。
【００５７】
本発明の特徴は、電動機が誘導電動機であってインバータを介して動作することであり、
実施にあたっては、その出力周波数を他の計測量である電力、電圧、電流等と共に同期的
に計測し、損失を求める各種変数に組み込めばよい。本願の反応液粘度検出装置において
は、ヒステリシス損の検出にインバータ出力周波数を検出するための周波数計測値を組み
込むことにより、検出される反応液粘度の変動（バラツキ）を小さくすることが可能とな
り、反応工程管理上好ましいものとなる。
【００５８】
更に、負荷の時間変動が激しい場合には、前記検出手段の他に、各手段に対して一斉に検
出指令を出すための同期信号発生手段が設けられて、各検出手段による計測が同期的に行
われるようにすることもできる。
【００５９】
本発明により検出された回転トルク（Ｔ）から反応液粘度を検出するには、例えば以下の
手順に従って行うことができる。
【００６０】
ニュートンの式によれば、厚さｈの液体を間にはさんだ２枚の面積Ａの平面が相対速度Ｕ
で運動する時発生する力Ｆは、ηが粘度を表すとして、
Ｆ＝ηＡＵ/ｈ　　　（単位　Ｎ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　式（１５）
で表される。
【００６１】
ここで、図２に表される反応容器において、ｒは攪拌翼半径、ｌは攪拌翼が反応液に没し
ている長さ、ｎは回転数、Ｆは距離ｒにおいて攪拌翼に発生する力、ｇは攪拌翼と反応釜
との距離を表すとすると、上記式（１５）式は、攪拌翼の構造上の細部の凹凸を無視すれ
ば近似的に、以下の式（１６）のように表される。
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Ｆ＝η（２πｒｌ・２πｒｎ）/ｇ　　（単位　Ｎ）　　　　　　式（１６）
【００６２】
従って、
回転トルクＴは、

Ｔ＝Ｆ・ｒ＝η（２πｒｌ・２πｒｎ）/ｇ・ｒ（単位　Ｎｍ）　　　　　　　　　　式
（１７）

であるので、ηについて求めると
η＝Ｔ・ｇ/（２πｒｌ・２πｒｎ・ｒ）　　（単位　Ｎｍ－２・ｓ）　 式（１８）

ここで、Ｔ、Ｎ以外は反応容器及び攪拌翼の寸法によって決定される定数なので改めて

η＝κＴ/ｎ　　（単位　Ｐａ.ｓ）　　　　　　　　　　　　　　　　　式（１9）

と表すことができ、式（１9）によって反応液粘度を求めることができる。つまり、粘度
ηはトルク/回転速度に比例する量である。
【００６３】
以上の本発明の回転トルク演算方法を採用した反応液粘度検出装置は、電動機を動力源と
する軸の回転トルクを検出し、更に反応液粘度を検出するための装置であって、前記電動
機に供給されている電力を検出する電力検出手段、電流を検出する電流検出手段、電圧を
検出する電圧検出手段、回転軸の速度を検出する回転速度検出手段及びインバータ出力周
波数を検出するための周波数検出手段とを有し、更には、電動機の内部温度を検出する温
度検出装置とを有し、前記各手段で得られた検出情報に基づき所定の演算を行うことによ
り回転トルクを求め、更に反応液粘度演算手段を有することを特徴とするものであり、前
記電力、電圧、電流、角速度、及び電動機の内部温度の各検出手段としては公知慣用の計
測装置を用いることができる。
【００６４】
前記演算手段には、ノート型、ディスクトップ型等の各種パーソナルコンピュータ、或い
はプロセスコンピュータ等の公知慣用演算処理機能を有する手段を用いることができる。
前記演算手段並び前記各検出手段との間にはＲＳ－２３２Ｃ、ＧＰ－ＩＰ、ＵＳＢ、ＩＳ
Ａ、ＰＣＩ等の公知慣用のデータ通信機能があってもよいし、また前記同期信号発生手段
が前記コンピュータ等からの命令で代用されるものであってもよい。
【００６５】
図１は、本は発明のトルク検出装置を示し、図中の各符号は、（符号の説明）に記載のも
のを表す。
図１は動力源である電動機が単相回路であることを想定したものであるが、対象が三相誘
導電動機である場合には、公知慣用の三相用の電力計が用いられるべきこと、また、その
場合、電圧及び電流共に相毎に計測され、トルクを算出する演算も相毎に行われて合成さ
れるべきことは言うまでもない。また対象とする電動機が直流電源で駆動する直流電動機
であっても本発明を同様に適用することができる。
【００６６】
本発明のトルク検出装置で、減速機（１０）の従動軸（１２）の側のトルクを求める場合
は、負荷（９）の原因となる内容物が空の状態で原動軸（１１）のトルクＴｏを予め求め
る。ここでのトルクＴｏは減速機（１０）で発生する損失トルクと従動軸（１２）以下に
繋がる軸受け等で発生する機械損失トルクを合計したものとなる。仮に減速機（１０）の
減速比率がＡ（従動軸回転速度に対する原動軸回転速度比）である場合は、従動軸トルク
は演算式Ａ（Ｔ－Ｔｏ）として求めることができる。この演算もまた演算手段であるＰＣ
（５）によって行われる。
【００６７】
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原動側、従動側何れの側のトルクを求める場合にせよ、各計器での測定は（５）のＰＣか
らの命令で一斉に同期的に行われ、（６）の通信ケーブルを通じて当該計測情報を（５）
のＰＣに戻される。（５）のＰＣは予めプログラム内に格納している電動機の固定損失及
び電動機の回路定数を用い、前記計測情報に基づいてトルクを算出するための演算を行い
、結果を画面や内部の情報記録手段等に出力する。
以上のような手順を経ることにより、オペレータはＰＣ画面上に表示された回転トルク値
をリアルタイムで知ることができる。
【００６８】
次に、前記反応液粘度検出装置において、反応液の温度を検出する温度検出手段と、該温
度検出手段で得られた温度値に基づき反応液粘度値を補正する粘度補正手段について説明
する。
【００６９】
一般に、印刷インキワニス用樹脂溶液の生成においては、反応進行に伴い、内容物の分子
量は徐々に増加し、それに伴い反応液粘度も上昇する。通常、製品には製品固有の許容粘
度範囲（規格粘度幅）が定められていて、最終到達粘度は当該範囲に含まれることが要求
される。反応釜の温度制御は、釜の内容積が大きくなるほど精度維持が難しくなり、実質
的な制御精度は±３～±５℃が限界と言われる。
【００７０】
一方、化学重合製品の粘度はアレニウス型と呼ばれる温度の指数型関数であることが知ら
れており、温度変化に対しては大きく急激に変動する。一般に、反応温度を一定に維持す
ることは困難であるとの前提から、本発明の装置で得られる粘度の値も、上記温度変動の
影響を受けて増減することになるので、その結果、反応液に固有の粘度値を一義的に決め
ることができない。
【００７１】
上記を鑑み、本発明の装置においては、上記温度変化を伴ったとしても、前記反応液固有
の粘度値を得るために、前記反応容器内の反応液温度を検出する温度検出手段（１６）と
、当該手段で得られた温度値に基づき反応液粘度値を補正する温度補正手段とを設けるこ
とによって、予め定めた特定の温度における粘度に補正した値を出力することができる。
【００７２】
以下、具体的に手段を説明する。
図４は、一般的な反応液（以下、製品Ａという）の粘度の温度特性を模式的に示した図で
あり、またＴｏは当該製品Ａが製造されるときの標準温度を表す。縦軸は、本発明原理で
ある式（１９）に基づいて得られた粘度の、温度Ｔｏおける値を１００としたときの異な
る温度における相対値（以下％粘度）を表したものである。当該曲線は、予め、例えばガ
ードナーホルト法等の粘度測定装置を用いて、製品Ａに係る粘度の温度特性を測定した結
果を基に作成することができる。そして、本発明における温度補正は、図４に示す温度曲
線を、例えば、２～３次等の多項式形式で（５）のＰＣ内部のメモリーに予め記憶させて
おいて、数値１００を温度計測手段によって得られた値の％粘度で除した値（以下、温度
補正係数という）を、式（１９）で得られた値に積算することによって行われる。ここで
、多項式はその種類は問わないが、粘度と温度の関係を誤差少なく表すものであればよい
。
【００７３】
仮に、製品Ａを製造しているときの反応容器内の液温が標準温度Ｔｏであった場合には、
％粘度値は１００なので、温度補正係数の値は１となり、これを式（１９）によって得ら
れる値に積算するが、この場合には値は変化しない。同様に液温が標準温度Ｔｏよりも高
いＴ’であった場合、％粘度は図４の曲線に沿って得られる１００よりも小さい値η’と
なるので、温度補正係数の値は１よりも大きい値となる。これを式（１９）で得られた値
に積算することによって、実際に温度Ｔ’で検出された粘度値を、標準温度Ｔｏでの値に
換算して出力することが可能となる。
【００７４】
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次に、前記反応液粘度検出装置において、予め定められた前記反応容器での製造単位あた
りの標準仕込み量と、当該製造単位における実仕込み量が異なる場合に、両者の仕込み量
の差に基づいて反応液粘度値を補正することによる仕込み量の補正手段について説明する
。ここで、仕込み量とは、仕込みの重量を指しても、仕込みの容量を指してもどちらであ
ってもよいが、通常は仕込みの重量である。
【００７５】
反応製品は反応容器（９）に原料等を投入して行われるが顧客需要や生産計画等の都合で
、生産単位当たりの生産量が一定であるとは限らない。反応容器内に投入される原料の合
計量が増減する場合は、式（１４）によって得られるトルクが増減し、それに基づいて式
（１９）で得られる粘度もまた増減することになり、反応液に固有の粘度値を一義的に決
めることができない。
【００７６】
しかし、本発明が採用する装置においては、上記仕込み量の増減があったとしても前記反
応液固有の粘度値を得ることができるようにするために、仕込み量の増減に伴う上記変化
を補正する仕込み量補正手段が設けられる。図５は、反応容器（９）に製品Ａの投入量Ｗ
を変化させて検出した式（１９）の値を模式的な曲線で示したものである。当該曲線は、
予め、例えばガードナーホルト法等の粘度測定装置を用いて、製品Ａに係る粘度と仕込み
量の関係を測定した結果を基に作成することができる。縦軸は、本発明原理である式（１
９）に基づいて得られた粘度の、標準仕込み量Ｗｏおける値を１００としたときの他仕込
み量における相対値（以下、％粘度という）を表したものである。
【００７７】
本発明における仕込み量補正は、図５に示す曲線を、例えば、２～３次等の多項式形式で
（５）のＰＣ内部のメモリーに予め記憶させておいて、数値１００を、当該生産における
仕込み量時の％粘度で除した値（以下、仕込量補正係数という）を求め、これを式（１９
）で得られた値に積算することによって行われる。ここで、多項式はその種類は問わない
が、粘度と仕込み量の関係を誤差少なく表すものであればよい。
【００７８】
仮に、製品Ａを製造しているときの反応容器への仕込み量が標準仕込み量Ｗｏであった場
合には、％粘度値は１００なので、仕込み量補正係数の値は１となり、これを式（１９）
によって得られる値に積算するが、この場合には値は変化しない。同様に仕込み量が標準
量Ｗｏよりも高いＷ’であった場合、％粘度は図５の曲線に沿って１００よりも大きい値
η’となるので、仕込み量補正係数の値は１よりも小さい値となる。これを式（１９）で
得られた値に積算することによって、実際には温度Ｗ’で検出された粘度の値であっても
、標準仕込み量Ｗｏでの値に換算して出力することが可能となる。
【００７９】
また、反応終点と判定する手段は、前記手段に従って算出された反応液の検出粘度が、予
め定められた値を超えたときに反応終点と判定することにより行われる。
【実施例】
【００８０】
以下の実施例により本発明を更に詳細に説明する。
（実施例）印刷インキワニス用樹脂溶液の製造
反応容器（容量１２ｍ３）を含む反応装置を用い、溶剤存在下でロジン変性フェノール樹
脂とレゾール型フェノール樹脂を反応させて印刷インキワニス用樹脂溶液を生成させる例
を具体的に説明する。
【００８１】
（装置構成）
図３は反応装置の構成を示す図であり、
（４）角速度検出手段
（５）演算手段（コンピュータ）
（６）データ通信線
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（７）電源
（８）電動機
（９）反応容器
（９ａ）反応液
（９ｂ）従動軸に固定された攪拌翼
（１０）減速機
（１１）原動軸
（１２）従動軸
（１３）計測器パッケージ（三相電力計、電圧計、電流計、周波数計）
（１４）制御盤
（１５）インバータ
（１６）温度検出手段（樹脂）
（１７）温度検出手段（電動機コイル）

をそれぞれ示し、何れも公知慣用の設備並びに機器類である。尚、前記制御盤はインバー
タ（住友重機ＨＦ－４３０）を内包する場内の非防爆指定区域に設けられている。本実施
例において計測器パッケージは当該制御盤内、ＰＣはＬＡＮケーブルを介して当該制御盤
に隣接する室内に設けられている。前記計測器パッケージにせよ、前記ＰＣにせよ、何れ
もｄ２Ｇ４等の防爆技術基準を満たすものではない。但し、回転速度計としては本質安全
防爆構造の反応缶攪拌機用回転計ＳＢＦ－１４型（サムタク株式会社）が攪拌軸に対して
取り付けられている。
【００８２】
本実施例の前記三相誘導電動機は、次の特性を有するものである。即ち、
極数は、４極、
２０℃における一次巻線抵抗は、０．０２２６Ω、
一次巻線リアクタンスは、０．０９０３Ω、
２０℃における二次巻線抵抗は、０．０２１３Ω、
二次巻線リアクタンスは、０．１４４３Ω、
鉄損は、２７０Ｗ（渦電流損１７５Ｗ、ヒステリシス損９５Ｗ）、
機械損は、９５Ｗ、
浮遊損は、２２７Ｗであり、
定格電圧は、２００Ｖ、
定格周波数５０Ｈｚの下で、
定格出２２ｋＷ、
である。
また、前記三相誘導電動機の回転軸と攪拌翼が備えられた攪拌軸との間には、
減速比が２９、
の減速ギアが取り付けられている。
【００８３】
本実施例における仕込み条件は以下の通りであり、レゾール型フェノール樹脂の配合量は
、従来法である段階的に投入して当該樹脂溶液を生成する場合よりやや多く定められてい
る。
【００８４】
【表１】
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【００８５】
尚、反応温度は、２００℃±３℃である。
【００８６】
反応容器を含む反応装置に備えられている攪拌翼を回転させながら、溶剤とロジン変性フ
ェノール樹脂を上記部数だけ予め投入して、２００℃の温度に保持した後、１６０℃に予
熱しておいたレゾール型フェノール樹脂を上記部数一括で投入した。一括投入した後は、
当該発明の方法が採用する粘度検出装置が示す粘度値が徐々に上昇し、投入してから１時
間経過後には予め定めた粘度値、即ち、反応終点に到達したため、乾性油及び溶剤を所定
量投入することにより反応を停止させて、印刷インキワニス用樹脂溶液の生成を終了した
。尚、ロジン変性フェノール樹脂及びレゾール型フェノール樹脂は、何れも公知慣用の方
法で得られる原料である。
【００８７】
尚、当該印刷インキワニス用樹脂溶液の仕込み量補正曲線から得られる仕込み量補正係数
の値は１．０９である。当該溶液を生成する場合の標準反応温度は２００℃であり、本実
施例における反応温度は１９７℃であった。また当該溶液の温度補正曲線から得られる１
９７℃における温度補正係数の値は、０．９７である。
【００８８】
前記計測パッケージは、本発明構成要素の一部を成し本実施例ではクランプ電力計ＣＷ２
４０（横河メータ＆インスツルメンツ株式会社）を用いた。この計測器は三相交流回路の
電力計、電圧計４チャンネル、電流計４チャンネル及び周波数計の、合わせて４つの機能
を一つのユニットに組み込んだものである。同様の計測機能であればこのＣＷ２４０以外
の計測器であっても用いることができる。
【００８９】
前記ＰＣは前記計測パッケージから通信手段を通じてデータ入手し、所定演算を行って回
転トルクを算出する演算機能と、各計測手段に対して一斉に計測タイミング信号を発する
同期信号発生手段を兼ねる。各計測手段はＰＣからの指令で一斉に、単位時間あたり所定
回数の計測を行い、その平均値をＰＣが取り込んで回転トルクを算出する。
【００９０】
（回転トルクの演算）
次に、回転トルク演算手順を次に示す。
三相電力計測値として、
ＰＩ＝６１００Ｗ、
一相電圧計測値としてＶ＝１１９．１Ｖ、
一相電流計測値としてＩ＝３１．１Ａ、二相、三相の電圧及び電流の計測値として共に一
相と同じ値、
周波数計測値としてｆ＝４９．２１Ｈｚ、
攪拌翼回転速度計測値としてＮ＝５０．４２（ｍｉｎ－１）
電動機内部温度７０℃、
が、それぞれ得られた場合で説明する。
【００９１】
前記三相誘導電動機の回路定数や損失特性が計測された時の基本量を先ず求める。
　定格相電圧＝２００/３１/２＝１１５．５（Ｖ）
　定格同期速度＝１２０×５０/４＝１５００（ｍｉｎ－１）
【００９２】
次に前記運転時における基本料として同期速度とすべりを求める。
巻線コイルの温度が計測で得られた前記電動機内部温度７０℃に等しいと見做し、当該温
度における巻線の抵抗値を求めると、

一次巻線抵抗　＝０．０２２６×（２３４．５＋７０）/（２３４．５＋２０）
　　　　　　　＝０．０２７０　（Ω）
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二次巻線抵抗　＝０．０２１３×（２３４．５＋７０）/（２３４．５＋２０）
　　　　　　　＝０．０２５５　（Ω）

リアクタンスは周波数に比例するので運転時のインバータ周波数での値に換算すると、
一次巻線リアクタンス　＝０．０９０３×（４９．２１/５０）
　　　　　　　　　　　＝０．０８８９　(Ω)　
二次巻線リアクタンス　＝０．１４４３×（４９．２１/５０）
　　　　　　　　　　　＝０．１４２０　（Ω）

運転時同期速度＝１２０×４９．２１/４＝１４７６．３０　（ｍｉｎ－１）
回転速度計測値＝５０．４２×２９＝１４６２．１８　（ｍｉｎ－１）
すべり＝（１４７６．３０－１４６２．１８）/１４７６．３０＝０．００９５６

二次電流Ｉ２＝１１５．５/（（０．０２７０＋０．０２５５/０．００９５６）２＋（（
０．０８８９+０．１４２０）×４９．２１/５０）２）１/２＝４２．７　（Ａ）
【００９３】
以上の結果と、前記計測データとから各損失と攪拌トルクは以下の手順で求められる。

一次電流損Ｐ１＝一次巻線抵抗×一相電流の二乗×３相分
＝０．０２７０×３１．１２×３＝７８．３　（Ｗ）

二次電流損Ｐ２＝二次巻線抵抗×一相二次電流の二乗×３相分
＝０．０２５５×４２．７２×３＝１３９．５　（Ｗ）

渦電流損　Ｐ３＝１７５×（１１９．１/１１５．５）２＝１８６．１（Ｗ）

ヒステリシス損Ｐ４＝９５×（１１９．１/１１５．５）２/（４９．２１/５０）
　　　　　　　　　＝１０２．６　（Ｗ）

機械損　　Ｐ５≒９５×１４６２．１８/１５００＝９２．６　（Ｗ）

浮遊損　　Ｐ６＝２２７　（Ｗ）
【００９４】
以上から、
機械出力ＰＭ＝ＰＩ－（Ｐ１＋Ｐ２＋Ｐ３＋Ｐ４＋Ｐ５＋Ｐ６）
＝６１００－（７８．３＋１３９．５＋１８６．１＋１０２．６＋９２．６＋２２７）
＝６１００－８２６
＝５２７４　（Ｗ）

電動機角速度＝２π×１４６２．１８/６０＝１５３．１１９（ｒａｄ/ｓｅｃ）

電動機回転トルク＝５２７４/１５３．１１９＝３４．４４（Ｎｍ）

攪拌軸トルク＝３４．４４×２９＝９９９（Ｎｍ）

と求めることができる。
【００９５】
反応釜に原料等を投入する前の空の状態において減速機出力トルクを検出した時の値は８
５Ｎｍであったので、
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反応液に起因する正味トルク＝９９９－８５＝９１４（Ｎｍ）

として求められる。このようにして減速機を含む回転系全体のトルク損失を考慮する場合
は、反応釜内の内容物が空の状態で運転したときの空運転トルクＴoを求めておいてこれ
を定数として扱い、正味攪拌トルクは、本発明の方法で得たトルクから差し引くことによ
って求められる。
【００９６】
また、前記で求めた仕込み量補正係数、及び温度補正係数の値を用いて、以下のように、
補正後の粘度を求めることができる。

攪拌軸角速度＝電動機角速度/減速比
＝１５３．１１９/２９＝５．２８０（ｒａｄ/ｓｅｃ）

補正前粘度　η＝９１４/５．２８０＝１７３．１（Ｐａ・ｓ）
仕込み量補正後粘度　η1＝１７３．１×１．０８＝１８６．９（Ｐａ・ｓ）
温度補正後粘度　η2＝１８６．９×０．９７＝１８１．３（Ｐａ・ｓ）
【００９７】
本実施例は、各相の電圧、電流が共に等しい三相平衡状態を想定して行ったが、三相平衡
状態でない場合では、相毎に一次電流損や二次電流損を求めてそれぞれ合計すればよい。
【００９８】
上記トルク算出に用いた巻線抵抗の値は、電動機運転中の値が用いられることがトルクの
検出精度上望ましく、必要に応じて公知慣用の温度計測手段を電動機内部に設けその温度
計測値に基づき、上記抵抗値を温度補正して用いればよい。
【００９９】
算出した粘度の値は、ＰＣの画面上にグラフィック及び数値表示させることにより、反応
中の粘度変化をほぼリアルタイムに把握することができたので、反応停止のタイミング誤
差が生じることはなかった。原料のレゾール型フェノール樹脂の一括投入から僅か１時間
のうちに反応終点に到達し、生成された印刷インキワニス用樹脂溶液のガードナーホルト
粘度計による計測値はＫが得られた。この粘度測定結果は、後述の比較例で述べる前記レ
ゾール型フェノール樹脂を段階的に投入して生成した印刷インキワニス用樹脂溶液の値と
同じ粘度値であった。このようにして安定した粘度品質の印刷インキワニス用樹脂を得る
ことができた。
尚、本実施例で使用したＰＣ機種は、ＤＥＬＬ　ＤＩＭＥＮＳＩＯＮ　９２００Ｃ（製品
名）であるが、これに限られるものではない。
【０１００】
（比較例）
表１と同様の配合組成でロジン変性フェノール樹脂と溶剤の仕込みを行い、レゾール型フ
ェノール樹脂の投入は以下のように段階的に実施した。
【０１０１】
一回目に４００ｋｇを投入してから２時間経過後に、反応容器から樹脂溶液のサンプリン
グを行い、ガードナーホルト粘度計を用いて粘度検査を行なった。その結果、Ｅ２－Ｆが
得られたが、目標粘度はＫのため、続いて二回目の投入３８ｋｇを実施した。１時間経過
後に再びサンプリングによる粘度検査を一回目の時と同様に行った。その結果、Ｉ２－Ｊ
が得られたので、続いて三回目の投入５ｋｇを行った。投入から４０分経過後の粘度検査
の値が目標のＫに到達したので、この結果を確認出来次第に、反応を停止させた。このよ
うにして印刷インキワニス用樹脂溶液の生成を終了したが、反応終点に至るまでに要した
時間は、前記粘度検査に要した時間を含めて都合４時間４０分であった。また、レゾール
型フェノール樹脂の累積投入量は４４３ｋｇであり、前記実施例の一括投入の場合と比較
してやや少ないものであった。
【０１０２】
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本実施例においては、溶剤の存在下でロジン変性フェノール樹脂とレゾール型フェノール
樹脂を原料とする例を示したに過ぎないが、これらの原料やその配合部数は、印刷インキ
ワニス用樹脂溶液、引いては印刷インキワニス製品の配合設計に応じて選択されるべきも
のである。しかしながら、どのように選択されたにせよ、溶剤存在下で複数原料が投入さ
れたことより粘度上昇が伴う全ての工程において、本発明の方法は広く利用することがで
きるのである。
【０１０３】
以上のように、本発明の印刷インキワニス用樹脂溶液の生成方法によれば、大幅な工程の
時間短縮が図られると共に、反応途上の粘度をリアルタイムで監視することができるよう
になるので、反応終点の判断が容易となり、反応を停止させるタイミングが正確になされ
るようになる。更には、安定した粘度品質の印刷インキワニス用樹脂溶液の大量生産が容
易になされるようになる。
【産業上の利用可能性】
【０１０４】
本発明は、印刷インキワニス用樹脂溶液を生成する方法であって、大幅間工程時間短縮が
図られる方法を提供するものであると共に、安定した粘度品質の生成方法を提供するもの
である。
【符号の説明】
【０１０５】
（１）電力検出手段
（２）電圧検出手段
（３）電流検出手段
（４）角速度検出手段
（５）演算手段（コンピュータ）
（６）データ通信線
（７）電源
（８）電動機
（９）反応容器
（９ａ）反応液
（９ｂ）従動軸に固定された攪拌翼
（１０）減速機
（１１）原動軸
（１２）従動軸
（１３）計測器パッケージ（三相電力計、電圧計、電流計、周波数計）
（１４）制御盤
（１５）インバータ
（１６）温度検出手段（樹脂）
（１７）温度検出手段（電動機コイル）
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